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第１ 歯科医療安全管理体制推進特別事業 

 

 １ 目 的 

 第５次医療法改正により、平成１９年４月より全ての医療機関において、医療安全

に関する管理体制の整備が義務付けられたところである。 

 この事業は、歯科医業を行う医療機関等において、医療の安全の確保をより効率的

に推進するため、都道府県が地域歯科医師会等と連携し、各地域の実情に応じた歯科

医療安全管理体制を推進することにより、安全で安心な質の高い歯科医療提供体制を

整備することを目的とする。 

 

 ２ 事業の実施主体 

 この事業の実施主体は、都道府県とする。 

 

 ３ 事業内容 

 この事業内容は、都道府県が各地域の実情に応じて、次に掲げる歯科医療安全管理

体制の推進に係る事項について、地方自治体、歯科医師会、歯科衛生士会等に所属す

る医療関係者等から構成される検討会に基づき、計画的に事業を実施するものとする。 

ただし、都道府県は外部の専門機関等に委託することができるものとする。 

 
ア 歯科医療安全管理体制の構築に関する事項（例：情報提供や相談体制、医科歯
科連携体制、教育・研修体制等） 

 
イ 歯科医療機器の感染防止対策、保守管理等に関する事項 

 
ウ 歯科医療における医薬品、材料等の取扱いに関する事項 

 
エ 歯科医療機関内の環境整備、水質管理、医療廃棄物処理等に関する事項 

 
オ 歯科診療において特別な感染防止対策が必要とされる治療に関する事項（イン 

プラント手術や外科処置） 
 

カ 歯科診療において標準予防策の構築に関する事項（ＨＢＶ、ＨＣＶ、ＨＩＶ 
キャリア等を含む） 

 
キ 歯科技工物に対する感染防止対策に関する事項 

 
ク 地域における課題の把握・評価等に基づく、効果的な歯科医療安全管理の普及 

定着に資する事項 
 
ケ その他歯科医療安全管理体制の推進に資する事項 
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第２ 歯科医療機関による歯科口腔機能管理等研修事業 

 

１ 目 的 

近年、周術期に口腔管理を行うことで入院日数が減少すること、口腔ケアが誤嚥性

肺炎の発症予防になること、歯周病患者に糖尿病の発症リスクが高いこと等、口腔の

健康が全身の健康にもつながるといった知見が得られており、医科歯科連携の取組と

して、口腔ケアを含む歯科口腔機能管理の重要性は増している。 

このため、歯科医療機関の歯科専門職（歯科医師、歯科衛生士等）による、医療・

介護関係職種を対象とした基本的な口腔ケア等の研修を実施し、医療機関等での口腔

機能管理の実践を推進する。 

 

２ 事業の実施主体 

この事業の実施主体は、都道府県とする。なお、事業目的の達成に必要がある場合

は、事業を委託することができる。 

 

３ 事業内容 

（１）口腔機能管理等に関する研修は、都道府県又は都道府県から事業を受託した者

からの依頼により歯科医療機関の歯科専門職が実施するものとする。 

（２）研修の内容は、以下の通りである。ただし、ウのみの実施は認められない。 

ア 歯科専門職の未配置病院等における医療関係職種（医師、看護師等）を対

象とした一般的な口腔ケアや歯科との連携等に関する研修 

イ 介護保険施設等における介護関係職種（介護支援専門員等）を対象とした

一般的な口腔ケアや歯科との連携等に関する研修 

ウ 歯科病院又は歯科診療所で口腔機能管理を実施する歯科医師、歯科衛生士

を対象とした歯科治療（特定の対象者（高齢者、障害者等）や疾患等を念

頭に置いた内容に限る）に関する研修 

 

４ その他 

   都道府県が研修を依頼する歯科医療機関は、歯学部を有する大学病院や地域拠点歯

科診療所（口腔保健センター等）など、研修機能を十分に有するものであること。 
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第３ 地域拠点歯科診療所施設整備事業 

 

１ 目 的 

    歯科診療を希望する患者の中には、障害者等、一般の歯科診療所では診療に困難を

伴う患者がいるため、こうした患者への対応も含めた地域における歯科医療提供体制

の構築が重要である。 

     そのため、各地域に必要な歯科医療の提供（障害者等の受け入れを含む）に対応

できる拠点歯科診療所の整備を図ることを目的とする。 

 

 ２ 事業の実施主体  

   地方公共団体又は地方公共団体の長の要請を受けた歯科診療所であって厚生労働大

臣が適当と認めるものの開設者とする（ただし、地方公共団体及び地方独立行政法人

を除く。）。 

 

 ３ 事業内容 

各種計画（医療計画、歯科保健計画等のいずれか）に位置づけられ、地方公共団体

又は地方公共団体の長の要請を受けた歯科診療所の開設者が、地域拠点歯科診療所と

して必要な構造設備を整備するものとする。 

ア 障害者の診療等に対応する専用の診療室の設置・改築 

イ 診療室のパーティションの設置 

ウ 診療室内外のバリアフリー化   等 

 

４ 設置方針 

   原則として二次医療圏に一か所設置するものとする。 

 

５ 運営方針 

   地域拠点歯科診療所は、一般的な歯科疾患を有する患者の診療に加え、診療に困難

を伴う障害者など、地域（二次医療圏）における全ての患者（高度・特殊治療を除く）

を受け入れるものとする。 

また、必要に応じて、地域における研修機能を有するものとする。 

 


